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ギ リ シ ャ 概 況 

ジェトロ調査部（更新日：2023年 7月 19日） 

一般的事項 

 

国・地域名：ギリシャ共和国 Hellenic Republic 

 

面積：13 万 2,049 平方キロメートル（2023 年 7 月、出所：ギリシャ軍事地理サ

ービス） 

 

人口：1,039 万 4,055 人（2023 年 1 月 1 日時点、推計値、出所：ユーロスタ

ット） 

 

首都：アテネ（人口：324万 9,067人）（2021年、出所：ユーロスタット） 

 

公用語：ギリシャ語 

 

宗教：ギリシャ正教 

 

                  基礎的経済指標 

 
名目 GDP： 2,080億 2,900万ユーロ（2022年、出所：IMF） 

2,192億 3,700 ドル（2022年、出所：IMF） 

 

1 人当たり名目 GDP： 2万 615 ドル（2022年、推計値、出所：IMF） 

 

貿易（2022 年）：（出所：ユーロスタット、注：ユーロ建てをドル換算） 

輸出（FOB）： 573億 8,549万ドル 

主要品目（構成比）：鉱物性燃料（36.6％）、アルミニウム（5.3％）、医療用

品（4.7％）、電気機器（4.2％）、機械類（4.2％） 

主要輸出相手国（構成比）：イタリア（10.4％）、ブルガリア（7.8％）、ドイ

ツ（6.5％）、キプロス（5.9％）、トルコ（4.6％） 

 

輸入（CIF）： 976億 8,806万ドル 

主要品目（構成比）：鉱物性燃料（34.8％）、機械類（6.2％）、電気機器

（6.1％）、医療用品（4.3％）、輸送機器関連品

（3.9％） 

主要輸入相手国（構成比）：ロシア（10.0％）、ドイツ（9.3％）、中国

（8.5％）、イラク（7.3％）、イタリア（6.8％） 

 

外貨準備残高： 54億 466万ドル（2022年 12月、出所：IMF）  

 

外国直接投資受入残高： 421億 1,200万ドル（2021年末、出所：IMF） 

 

通貨単位：ユーロ（€）、１ユーロ＝1.0530 ドル（2022年平均）  

１ユーロ＝138.03円（2022年平均） 

出所：ECB 

 

経済動向 

 
① 2009年 10月、解散総選挙の結果発足したパパンドレウ政権は、財政赤字の大幅な修正を発表。

市場の不信から国債発行が困難となり財政危機に陥った。2010 年 4 月、ギリシャは欧州委員会
や国際通貨基金（IMF）に財政支援を要請。 

② ユーロ加盟国による、ギリシャ政府による改革（緊縮・財政再建等）を条件としたギリシャへの財政
支援は、第 1 次支援プログラムが 2010 年 5 月から 2012 年 3 月まで実施され、合計 529 億ユー
ロが支援された。第 2 次支援プログラムは、2012 年 3 月から 2015 年 6 月まで実施され、合計
1,418 億ユーロが支援された。また、IMF は 2010 年 5 月 9 日、ギリシャ政府による改革を条件と
し、非譲許的融資の一種であるスタンドバイ取り決めからの最大 300億ユーロの支援を決定した。 

③ 2015年 8月 19日、ギリシャ政府の厳しい資金繰りや金融の逼迫等を受け、ギリシャ政府による更
なる改革を条件とし、ユーロ加盟国は欧州安定メカニズム（ESM）を通じ、最大で 860 億ユーロの
第 3 次支援プログラム（MoU）に署名した。第 1 次～第 3 次支援プログラムにおいて、総額 2,566
億ユーロがギリシャに融資された。 

④ 2017年 7月 7日、同年 6月のユーログループ（ユーロ圏財務相会合）での合意を受け、EUはギリシ
ャ政府が改革を推進してきたことを評価し、85億ユーロの融資を実施することを承認。2017年 7月に
約 70 億ユーロの国債償還を控える中で本融資が決まったことで、デフォルト（債務不履行）に陥る事
態を回避した。 

⑤ 2017 年 7 月 20 日、IMF はギリシャ向けに 18 億ドルのスタンドバイ取り決めを原則承認。本取り決め
は一時的な国際収支の悪化に対して支援融資を行うもの。 

⑥ 2018 年 6 月 22 日のユーログループで、債務負担軽減策などで合意。同年 8 月の第 3 次金融支援
終了でギリシャへの金融支援は終了した。2019年12月4日のユーログループで、2018年 6月22日
の会合で合意した、債務負担軽減策などによる 2 度目の融資（767 万ユーロ）を実行に移すことを決
定。 

⑦ 2022年 4月 4日、スタイクラス財務相は、IMFに対する総額 201億ユーロの債務の返済が期限前に
完了したことを発表。同債務は、2010 年のギリシャ債務危機の際に合意された最初の金融支援であ
る「ギリシャ・ローン・ファシリティ（GLF）プログラム」の一部。 

⑧ 2022 年 5 月 23 日、欧州委員会はギリシャに関する第 14 回監査報告書を発表。新型コロナウイルス
感染拡大やロシアによるウクライナ侵攻の影響にも関わらず、ギリシャが数多くの公約を達成し、広範
な構造改革を完了したと評価した。2022年 8月 20日をもって、2018年の第 3次金融支援プログラム
終了以降、四半期ごとに実施してきた欧州委員会による同国の経済・財政状況などを評価する「監視
強化枠組み」を終了した。 

 

ギリシャの主要経済指標 

                    （*前年比、％）  
2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 

実質GDP成長率*（注 1） 1.7 1.9 △9.0 8.4 5.9 

個人消費支出* 1.7 1.9 △7.7 5.8 7.8 

政府消費支出* △3.5 2.1 2.6 2.2 △1.6 

総固定資本形成* △4.3 △2.2 1.1 20.0 11.7 

輸出（財・サービス）* 9.1 4.9 △21.5 24.1 4.9 

輸入（財・サービス）* 8.1 2.9 △7.3 17.7 10.2 

財政収支（対ＧＤＰ比） 0.9 0.9 △9.7 △7.1 △2.3 

一般政府債務残高（対ＧＤＰ比） 186.4 180.6 206.3 194.6 171.3 

消費者物価上昇率（年平均）* 0.8 0.5  △1.3  0.6  9.3 

失業率（年平均） 19.7 17.9 17.6 14.7 12.5 

貿易収支（100万ドル） △ 3,935 △ 2,008 △12,737 △ 16,011 △20,975 

経常収支（100万ドル）（注 2） △ 7,589 △ 4,584 △ 13,840 △ 15,258 △21,228 

注 1：2020～2022年の実質GDP成長率と内訳は暫定値。 注 2：2022年の経常収支は推計値。 

出所：EU統計局（ユーロスタット）、貿易収支・経常収支のみ IMF 

政治体制 

 

政体：共和制 

元首：カテリナ・サケラロプル（Katerina 
N. SAKELLAROPOULOU）大統領（2020年 3月就任、任期 5
年） 
議会制度：一院制 

議会： 300議席、2023年 6月 25日選挙実施、任期 4年 
政党（数字は議席数）： 

与党：新民主主義（ND）158 
野党：急進左派連合（SYRIZA）47、全ギリシャ社会主義運動・

変化のための運動（PASOK-KINIMA ALLAGIS）32、ギ
リシャ共産党（KKE）21、スパルタンズ 12、ギリシャの解
決策（ELLINKI LISI）12、勝利（NIKI）10、自由への道の
り 8 （2023年 7月 12日現在） 

内閣（主要閣僚）：  

首相：キリアコス・ミツォタキス（Kyriakos MITSOTAKIS） 
財務相：コンスタンティノス（コスティス）・ハジダキス

（Konstantinos (Kostis) HATZIDAKIS） 
外務相：ゲオルギオス・ゲラペトリティス（Georgios 

GERAPETRITIS） 
国防相：ニコラオス（ニコス）・デンディアス（Nikolaos（Nikos） 

DENDIAS 
出所：ギリシャ政府 

 

二国間関係 

 

貿易額：                         （単位：100万ドル） 

  日本の輸出 日本の輸入 収支 

2018年 424 211 213 

2019年 568 536 32 

2020年 243 761 △518 

2021年 263 604 △341 

2022年 341 769 △428 

出所：財務省「貿易統計」よりジェトロ作成。2018～2021年は確
定値、2022年は確々報値。 

 

対日貿易の主要品目（構成比）：2022 年 

日本の輸出：鉄鋼（32.3％）、一般機械（25.3％）、輸送用機器
（22.8％）、電気機器（3.5％）、ゴム製品（2.6％） 

日本の輸入：たばこ（81.4％）、石油および同製品（6.5％）、医薬
品（3.0％）、織物用繊維およびくず（1.8％）、非鉄
金属（1.6％） 

出所：財務省｢貿易統計｣よりジェトロ作成 

 

日系企業進出状況： 32 社（2021 年 10 月 1 日現在、日本人が
海外で興した企業を除くと 30社） 
出所：外務省「海外進出日系企業拠点数調査 2021年」 
 
在留邦人数： 638人（2022年 10月 1日現在） 
出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」 

 


